
採用における人材サービスの
利用に関するアンケート調査

結果の概要

（募集情報等提供事業者等に対する調査）

資料１－２



（調査の趣旨）

職業紹介事業等の在り方を検討する際に用いるため、採用における人材サービスの利用等

の実態を把握することを目的とする。

（調査対象）

○ 職業紹介事業事業者 5,400事業者 ○ 募集情報等提供事業者等 834事業者

○ 求人企業 12,800社 ○ 求職者 2,560人

※ 抽出方法

○職業紹介事業者

有料職業紹介事業者から5,100事業主、無料職業紹介事業者から300事業主を無作為に抽出した。

○募集情報等提供事業者等

募集情報等提供事業等を行っている事業者について、一元的に把握されていないため、

関係団体から情報提供を受けた事業者、職業紹介事業者で兼業をしている事業者、

インターネットの検索等により把握した事業者の計834事業主を全数対象とした。

○求人企業

民間データベース会社所有の法人データより、12,800社を無作為に抽出した。

○求職者

調査会社に登録されているモニターについて、性別・年代別（20代、30代、40代、50代、60代

以上）に均等に、過去２年以内に求職経験のある2,560名を対象とした。

※２年以内に複数回の求職経験がある場合は、直近の求職活動について回答

（調査方法）

○職業紹介事業者・募集情報等提供事業者等・求人企業

郵送したＵＲＬ等を通じたインターネット調査（希望者については郵送調査）

○求職者

モニターに対するインターネット調査

（調査期間）

令和３年６月16日～７月７日：職業紹介事業者・募集情報等提供事業者等

令和３年６月16日～６月30日：求人企業

令和３年６月16日～６月17日：求職者

（回答数等）

（委託実施者）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
1

対象者数 有効回答数

職業紹介事業者 5,400件 621件

募集情報等提供事業者等 834件 62件

求人企業 12,800件 1,142件

求職者 2,560件 2,560件

採用における人材サービスの利用に関するアンケート調査の概要

※速報値のため、今後数値等に異動が生じることがある。
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回答者の属性

○ 本社所在地

○ 求人情報・求職者情報事業に関わる国内事業所数

(n=62)

政令指定都市 東京23区 上記以外

14 26 22

（22.6%） (41.9%) (35.5%)

(n=61)

１カ所 ～３カ所 ～９カ所 10カ所～

37 15 5 4

(60.7%) (24.6%) (8.2%) (6.6%)

募集情報等提供事業者調査

○ 求人情報・求職者情報事業に関わる従業員数
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○ 資本金

0円
8.2%

1千万円未満
21.3%

2千万円未満
27.9%

5千万円未満
18.0%

1億円未満
8.2%

1億円以上
9.8%

10億円以上
6.6%

(n=61)



事業の概況
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98.4%

38.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人情報事業

求職者情報事業

(n=62)○ 実施している事業（MA）

○ 求人情報・求職者情報事業開始年（SA）

（注）求人情報事業：求人情報（求人広告）・募集情報を広く掲載・掲示、提供する事業をいい、自ら
の運営するサイトやアプリ、プラットフォーム上に第三者が求人情報（求人広告）を広く掲載・掲
示、提供する場合を含む。
なお、求人情報には、他社の派遣労働者を登録・雇用するためのものを含むが、自社の派遣労働者

として登録・雇用するためのものは含まない。また、専ら職業紹介事業の一環として企業から受理し
た求人を、求職を受理した求職者に提供する場合を除く。

（注）求職者情報事業：求職者の情報を求人者や募集者、職業紹介事業者、不特定多数の者などに提供
する事業をいい、自らの運営するサイトやアプリ、プラットフォーム上に第三者が求職者情報を広く
掲載・掲示、提供する場合を含む。
なお、専ら職業紹介事業の一環として求職者の情報を求人者に提供する場合を除く。

募集情報等提供事業者調査

1979年以前
19.4%

1980年代
17.7%

1990年代
16.1%

2000年代
25.8%

2010年以降
21.0%

(n=62)

88.5%

36.1%

21.3%

9.8%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人情報サイト

求人情報誌

新聞の折り込み広告･チラシ

新聞への求人広告掲載

その他の提供方法

(n=61)
○ 求人情報事業の事業形態（MA）
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0円
4.9%

3千万円未満
8.2%

1億円未満
11.5%

3億円未満
32.8%

10億円未満
18.0%

100億円未満
16.4%

100億円以上
8.2%

(n=61)

令和元年度の収入について

○ 全収入の状況（SA）

募集情報等提供事業者調査

74.2%

3.2%

21.0%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

有料職業紹介事業の許可を受けている

無料職業紹介事業の許可を受けている

労働者派遣事業の許可を受けている

上記のいずれも該当しない

(n=62)

○ 職業紹介事業・労働者派遣事業の許可の状況（MA）
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収入について

人材サービス事業

以外は行っていない
32.3%

サービス業

(他に分類され

ないもの）
16.1%

広告代理店､イン

ターネット広告業
14.5%医療､福祉

6.5%

情報通信業

(IT関連事業)

3.2%

情報通信業(その他)

3.2%

卸売･小売業
3.2%

教育､学習支援業
3.2% 上記以外の産

業
17.7%

(n=62)

○ 令和元年年度において人材サービス事業以外で最も売上高の
大きいもの（SA）

（注）人材サービス事業とは、労働者派遣事業、求人情報・求職者情報提供事業、請負・業務委託
の受託、研修・教育訓練、就職フェア・面接会などの開催など

募集情報等提供事業者調査

○ 求人情報事業における求職者からの料金の徴収（MA）

98.4%

1.6%

1.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求職者からは料金を徴収していない

入会金､登録料などの名目でサービス利用の

始めに徴収している

月額･週額など利用期間に

応じて徴収している

閲覧できる求人情報の数や､情報量に

応じて徴収している

応募の件数に応じて徴収している

採用された場合に徴収している

(n=61)

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。



紙媒体の求人情報事業の状況
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3.6%

3.6%

57.1%

64.3%

32.1%

28.6%

3.6%

3.6%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

非正社員

(n=28)

無料 5万円未満 5～10万円未満

10～20万円未満 20万円以上

1日
10.3%

3日以内
3.4%

7日以内
48.3%

14日以内
17.2%

21日以内
3.4%

30日以内
10.3%

60日以内
3.4%

365日以内
3.4%

(n=29)

○ 紙媒体：雇用形態別の求人情報掲載１件当たりの平均料金（SA）

○ 紙媒体：代表的な掲載期間（正社員求人）（SA）

募集情報等提供事業者調査



Web媒体の求人情報事業の状況
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58.9%

1.8%

7.1%

7.1%

8.9%

23.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

広告掲載料として徴収

アクセス件数に応じて徴収

応募件数に応じて徴収

採用件数に応じて徴収

その他

サイトへの掲載は無料

(n=56)
○ Web媒体：料金の徴収方法（MA）

50.0%

65.5%

15.6%

20.7%

12.5%

6.9%

9.4%

3.4%

9.4%

3.4%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員
(n=32)

非正社員
(n=29)

5万円未満 5～10万円未満 10～20万円未満
20～30万円未満 30～40万円未満 40万円以上

7日以内
8.9%

14日以内
14.3%

21日以内
1.8%

30日以内
35.7%

60日以内
10.7%

365日以内
28.6%

(n=56)

○ Web媒体：雇用形態別の求人情報掲載１件当たりの平均料金
（広告掲載料として徴収している場合）（SA）

○ Web媒体：代表的な掲載期間
（正社員・非正社員求人関わらず） （SA）

募集情報等提供事業者調査
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29.0%

17.7%

17.7%

14.5%

9.7%

3.2%

1.6%

1.6%

25.8%

0% 10% 20% 30% 40%

定額制

就職件数により徴収(成功報酬）

その他の方法で徴収

紹介･あっせん件数により徴収

送信するスカウトメールの件数

によって徴収

求職者や採用候補のリストの件数や

送付回数により徴収

求職者や採用候補のリストの

閲覧･アクセス回数により徴収

求職者や採用候補のリストの

閲覧可能な情報の内容や情報量により徴収

利用者からは徴収していない

(n=62)

95.2%

1.6%

1.6%

0.0%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求職者からは料金を徴収していない

入会金､登録料などの名目でサービス利用の

始めに徴収している

月額･週額など利用期間に応じて

徴収している

閲覧できる求人情報の数や､情報量に応じて

徴収している

その他

(n=62)

○ 求職者情報の提供について求職者から徴収する料金（MA）

○ 求職者情報の提供について求人者から徴収する手数料（MA）

求職者情報の提供に係る手数料 募集情報等提供事業者調査



求人の状況
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500件未満
21.3%

千件未満
21.3%

3千件未満
16.4%

1万件未満
9.8%

5万件未満
14.8%

10万件未満
4.9%

10万件以上
11.5%

(n=61)

正社員
5,012,013 

27.8%

アルバイト・

パート
7,639,758 

42.4%

派遣社員
4,991,016 

27.7%

その他非正規社員
377,464 

2.1%

(n=57)

ほぼすべての求人に

ついて把握している
24.6%

ある程度の求人につい

て把握している
62.3%

ほとんどの求人につい

て把握していない
9.8%

把握していない
3.3%

(n=61)

○ 令和元年度における求人取扱総件数（SA）

○ 令和元年度における雇用形態別求人取扱件数（SA）

○ 求人の充足状況を把握しているか（SA）

募集情報等提供事業者調査

（注）アンケート票では、各事業者の求人取扱件数と雇用形態別の割合を調査しているところ、両
者を掛け合わせて、各事業者の雇用形態別の求人取扱件数を算出。上記は、当該雇用形態別の
求人取扱件数を全事業者で合計したものを円グラフにしている。

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。



提供している求人情報①
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100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

96.7%

96.7%

95.1%

93.4%

93.4%

90.2%

88.5%

86.9%

83.6%

68.9%

65.6%

65.6%

57.4%

32.8%

31.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務･職務の内容

賃金

就業場所

始業時間･終業時間

休憩時間､休日

通勤手当や交通費の支給が

ある場合はその旨

採用の条件､応募資格

健康保険の適用の有無

厚生年金の適用の有無

雇用保険の適用の有無

雇用（労働）契約の期間

賞与

雇用しようとする者の氏名又は名称

超過勤務（残業）の有無

本人が負担する費用等がある場合はその旨

（制服、食費等）

退職金制度の有無､内容

職場の雰囲気

受動喫煙防止の措置

求人･求職条件の適合度や

採用可能性を示す指標等の情報

テレワークの可否

(n=61)

募集情報等提供事業者調査

○提供している求人情報の内容（MA）

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。



提供している求人情報②
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95.8%

96.8%

89.3%

91.1%

86.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（裁量労働制の求人）裁量労働制の求人で

あることと､働いたとみなす時間(n=24)

（固定残業代を採用する求人）固定残業代

を除いた基本給の額､固定残業時間数､固定

残業時間を超えた場合の追加の給与の支払

いについての情報(n=31)

（派遣労働者として採用する求人）雇用形

態が派遣労働者であること(n=28)

（試用期間や見習い期間のある求人）試用

期間や見習い期間があることとその期間
(n=45)

（試用期間や見習い期間のある求人）試用

期間や見習い期間の前後で雇用形態や賃金

等の条件が異なるかどうかや､異なる場合

はその内容(n=45)

○ 求人情報の信頼のために取り組んでいること（MA）
(n=61)

求人者に確認をしてもらってから掲載している 91.8%

風紀上望ましくないか､掲載前に確認している 91.8%

労働関係法令に違反していないか､掲載前に確認している 86.9%

不適切な求人情報を登録したことが判明した求人事業所の掲載を断る 83.6%

最新の内容を確認し､変更があったものは速やかに反映している 75.4%

予め定めた期間が経過したら､自動的に掲載終了としている 70.5%

社員に対し､求人情報提供業務の遂行に関わる教育訓練を行っている 67.2%

実際の所在や仕事内容､働き方等が掲載内容と相違ないか確認している 65.6%

充足を確認し､充足されたものは速やかに削除している 60.7%

ストライキ、ロックアウトが行われている求人事業所の求人を受け付けない 50.8%

労働関係法令に違反していないか等は､苦情があった場合に確認している 47.5%

労働関係法令に違反していないか､掲載後に確認している 36.1%

風紀上望ましくないか､掲載後に確認している 34.4%

求職者からの意見掲示版や口コミ情報サイト等を設けている 4.9%

特に行っていることはない 0.0%

その他 11.5%

募集情報等提供事業者調査

（MA）

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。
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○ 求人情報の提供に付随して行っているサービス（MA）

63.9%

41.0%

36.1%

26.2%

26.2%

16.4%

14.8%

6.6%

23.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

希望する条件に合致した求人を

リコメンドする

希望する条件に合致した求人が検索結果の

上位となるようにする

登録している情報に合致した求人を

リコメンドする

閲覧履歴をもとに求人をリコメンドする

履歴書をテンプレートとして保存しておく

ことができる

登録している情報に合致した求人が

検索結果の上位となるようにする

面接の日程調整をサイトの中で行うことが

できる機能がある

閲覧履歴をもとに求人の検索順位を

変更する

上記のようなサービスは実施していない

(n=61)

募集情報等提供事業者調査付随サービスの状況

○ 求職者情報の提供に付随して行っているサービス（MA）

27.4%

21.0%

17.7%

16.1%

12.9%

8.1%

3.2%

3.2%

3.2%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

希望する条件に合致した求職者を

リコメンドする

スカウトメールの作成支援､代送

採用コンサルティング

面接の日程調整をサイトの中で行うことが

できる機能がある

登録企業情報に合致した求職者を

リコメンドする

希望する条件に合致した求職者が

検索結果の上位となるようにする

登録企業情報に合致した求職者が

検索結果の上位となるようにする

閲覧履歴をもとに求職者をリコメンドする

閲覧履歴をもとに求職者の検索順位を

変更する

上記のようなサービスは実施していない

(n=62)

（注）求人情報事業を行っていると回答した事業者について集計。



求職者情報の保護について
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62.9%

58.1%

56.5%

56.5%

54.8%

53.2%

50.0%

46.8%

46.8%

43.5%

33.9%

33.9%

32.3%

16.1%

14.5%

11.3%

9.7%

9.7%

35.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

E-mailアドレス

氏名

電話番号

性別

希望する職種や業種

住所

年齢

学歴

希望する雇用形態

職歴

現在の勤務先

希望する年収

希望する労働条件

既婚･未婚の別

国籍

家族の状況等就職にあたって考慮する事情

在留資格

その他

求職者情報は取得していない

(n=62)

95.0%

17.5%

10.0%

2.5%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人から直接収集している

他社サービスなど第三者から

本人同意を得て収集している

インターネットサイトなどの

公表情報から収集している

その他

求職者の個人情報は取得していない

(n=40)
○ 求職者の個人情報の取得方法（MA）

○ 保有している求職者情報（MA）

募集情報等提供事業者調査
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95.0%

95.0%

92.5%

90.0%

85.0%

77.5%

7.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人情報保護に関する規程の制定

個人情報データの社外持ち出しの禁止

個人情報保護の責任者配置

個人情報保護に関する規程内容の

求職者への提示

個人情報が含まれているデータの暗号化や

パスワードの設定等の不正アクセス対策

個人情報保護に関する職員向け研修の実施

その他

特に行っている取り組みはない

(n=40)

求職者情報の保護について

○ 個人情報保護の取り組み（MA）

利用規約に記載し､

サービス利用をもって

同意としている
30.8%

利用規約に記載し､

チェックボックスなど

で同意を得ている
46.2%

利用規約に記載し､本人

の署名や捺印をもって

同意を得ている
5.1%

利用規約とは別に､個人情

報の利用目的を示し､確認

と同意を得ている
17.9%

(n=39)

○ 個人情報の利用の目的に係る本人の同意（SA）

募集情報等提供事業者調査
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求職者情報の保護について

79.5%

17.9%

0.0%

2.6%

17.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

求人企業

職業紹介事業者

求職者情報事業者

その他の提供先

外部提供は行っていない

(n=39)

提供の都度､提供先を明

示して同意を得ている
56.4%

提供してはいけない相手

方のみ指定させることで

同意を得ている
2.6%

包括的に明示して

同意を得ている
10.3%

サービスの利用を同

意として捉えている
30.8%

(n=39)

○ 個人情報の第三者への提供に関する本人同意の取得方法（SA）

募集情報等提供事業者調査

○ 募集情報等提供事業者等による求職者の個人情報の提供先（MA)
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72.6%

59.7%

51.6%

43.5%

29.0%

21.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

苦情があった場合､求職者や求人企業に

事実関係を確認している

苦情の受付窓口をウェブサイトや情報誌等に

掲載している

通常の問い合わせと同じ電話による窓口で受

け付けている

通常の問い合わせと同じメールアドレスで受

け付けている

電話による専門窓口で受け付けている

専用のメールアドレスで受け付けている

苦情の受付は行っていない

(n=62)

苦情処理の状況

○ 求人者､求職者からの苦情の受け付け方法（MA）

○ 過去１年間の苦情の状況（SA）

59.7%

69.4%

40.3%

30.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求職者からの苦情

求人者からの苦情

(n=62)

あった なかった

募集情報等提供事業者調査
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苦情処理の状況

○ 過去1年間の苦情の内容（MA）
(n=37)

求職者からの苦情

求人者に対する不満 64.9%

掲載された求人情報の内容が実際と違った 54.1%

掲載された求人情報の内容がわかりにくい 29.7%

希望に合致する求人情報が無い 29.7%

求職者情報を提供した職業紹介事業者等の対応に関する不満 21.6%

もう募集していない求人情報が掲載されていた 18.9%

メールやスカウトメールで余分な情報が送られてきてわずらわしい 18.9%

求人情報の内容が古い 13.5%

求職者情報や個人情報の取り扱いに関する不満 5.4%

利用料金に関する不満 0.0%

その他 5.4%

(n=43)

求人者からの苦情

応募がない､少ない 81.4%

求める条件に合致する求職者の応募がない 58.1%

料金に関する不満 25.6%

担当者の対応が悪い等､担当者に対する不満 25.6%

提供した求人情報と掲載された内容が違った 20.9%

求人情報の内容が古い 7.0%

もう募集していない求人情報を掲載された 4.7%

提供された求職者情報の内容が古い 4.7%

掲載された求人情報の内容がわかりにくい 2.3%

提供された求職者情報の内容が実際と違った 2.3%

メールで余分な情報が送られてきてわずらわしい 2.3%

その他 0.0%

募集情報等提供事業者調査



○ 「求人情報提供ガイドライン適合メディア宣言制度」について（SA）

18

宣言をしている
48.4%

知っているが、宣

言はしていない
30.6%

知らない
21.0%

(n=62)

募集情報等提供事業者調査事業の周知について



人材サービスに関する国に対する要望

19

○ 要望の内容（MA）

○ 要望の有無（SA）

75.8% 24.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=62)

要望あり 要望なし

72.3%

51.1%

34.0%

34.0%

31.9%

29.8%

29.8%

14.9%

12.8%

12.8%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80%

悪質な人材サービス事業者に対する

取締りの強化

労働市場や雇用に関する情報の

積極的な提供

求職者に対する公的な教育訓練等の

支援の充実

労働条件明示など労働関連法規についての

求人者啓発

求職者に対する教育訓練の支援を

充実してほしい

苦情やトラブルが起こった時の相談窓口の

設置等の対応の充実

職業紹介に近いサービスを提供している

人材サービスへの取締りや規制の強化

民間の職業紹介をより

使いやすくするための規制改革

公共職業安定所による職業紹介の充実

職業紹介と募集情報等提供の区分の明確化

その他

(n=47)

募集情報等提供事業者調査


